
論点① 必要な介護サービスを提供できる体制

論点①

（季節利用等の長期利用減算の見直し、長期利用適正化の見直し）

◼連続して30日を超えて利用する場合、31日目から長期利用減算を適用するとともに、連続して60日を超えて利用す

る場合には61日目から長期利用の適正化に係る取扱いを適用しているところ。

◼短期入所生活介護の利用ニーズについて、中山間地域では冬期間のみ利用することで在宅生活の継続を図る事例がみ

られるなど、人口規模が小さい自治体においては、積雪期や農繁期等の季節利用ニーズへの対応として短期入所生活

介護が活用されている実態が把握された。

◼短期入所生活介護について、中山間地域等における介護資源の状況と積雪期・猛暑期・農繁期等の季節利用ニーズの

実態を踏まえつつ、在宅生活の継続支援とサービスの適正利用や施設入所との機能分化の観点から、長期利用減算の

在り方についてどのような対応が考えられるか。

対応案

（季節利用等の長期利用減算の見直し、長期利用適正化の見直し）

◼短期入所生活介護の長期利用減算は31日以上連続の長期利用者から適用しているが、サービスの適正利用の観点から、

61日以上連続の利用者と同程度（（ユニット型）介護福祉施設サービス費）としてはどうか。

◼一方で、地域によっては季節利用ニーズ（積雪期、猛暑期、農繁期等）のみの利用者がいるため、例外的にこうした

地域の実情等に応じて事業所が、在宅生活の継続に必要な中長期利用への対応を確保する観点から、減算を適用しな

い仕組みを検討してはどうか。
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出典：厚生労働省 第270回社会保障審議会介護給付費分科会 資料4「短期入所生活介護」 p.13 より抜粋



○ １ヶ月に事業所を利用した延べ利用者数について、連続利用日数別の割合をみると、「３日」（20.0％）「4日～５
日」（19.4％）が多かった。一方で、30日以上連続で利用する利用者（17.4％）も一定数いることが分かった。

利用日数別利用者数

【出典】令和８年度老人保健健康増進等事業「短期入所生活介護におけるサービス提供状況の実態把握に係る調査研究事業」速報値

0.6% 1.5%

14.2% 20.5% 29.6% 22.0% 11.2%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n＝22,030（数値回答）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ その他

利用者実人数の要介護度別人数

0.6% 17.3% 20.0% 19.4% 8.1% 9.1% 8.0% 17.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n＝21,334（数値回答）

日帰り ２日 ３日 ４日～５日 ６日～７日 ８日～14日 15日～30日 30日以上

※自費による利用日数を含む

短期入所生活介護の利用日数と属性①
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出典：厚生労働省 第270回社会保障審議会介護給付費分科会 資料4「短期入所生活介護」 p.11 より抜粋



0.1% 0.3%

4.4% 12.6% 41.6% 30.0% 11.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n＝2,804（数値回答）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

○ 31日以上連続利用している利用者について、「121日以上」利用している割合が52.1％と最も多かった。

○ 31日以上連続利用している利用者の属性については、「要介護３」（41.6％）、「要介護４」（30.0％）の利用者が多く、全体よ
り介護度が重くなる傾向にあることが分かった。

18.3% 15.8% 13.8% 52.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n＝2,804（数値回答）

31日～60日 61日～90日 91日～120日 121日以上

31日以上連続している利用者数

31日以上連続利用者の属性

短期入所生活介護の利用日数と属性②
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※自費による利用日数を含む

【出典】令和８年度老人保健健康増進等事業「短期入所生活介護におけるサービス提供状況の実態把握に係る調査研究事業」速報値

出典：厚生労働省 第270回社会保障審議会介護給付費分科会 資料4「短期入所生活介護」 p.12 より抜粋


